
１　補正概要

40,021,072 千円

734,696,038 千円

774,717,110 千円

    【国補正の受入れ】   

31,594,627 千円

（うち国土強靱化５か年加速化対策事業 27,455,351 千円）

    【歳入の内訳】   

8,923,348 千円

20,324,947 千円

2,395,291 千円）

8,430,000 千円

（うち防災・減災・国土強靱化債 13,149,000 千円）

△5,313,000 千円）

2,342,777 千円

２　主な補正事業の内容

（１）国の経済対策関連事業 （単位：千円）

(0)

750,000

750,000

(0)

43,450

43,450

(0)

171,600

171,600

※ 予算額欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は補正予算額、下段は累計、　　は新規事業

1

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、妊娠や出産を届け
出た妊婦等に対し応援金の給付等を行う。
　・給 付 額　１０万円（国２/３、県１/６、市町村１/６）
　　　　　　　※妊娠届出時に５万円、出生届出時に５万円を
　　　　　　　　給付
　・給付対象　令和４年４月以降に届け出た妊婦・子育て世帯

こども未来
課

伴走型出産・子育て
応援事業

令和４年度一般会計１２月補正予算（第４号）

大分県総務部財政課 
令和４年１２月１４日

国の経済対策及び円安やウクライナ情勢などの世界経済の変動による原油・物価高騰の県経済への

影響を踏まえ、県内の経済活動の活性化、省エネに向けた設備導入の支援や災害に強い県土づくりな

どを推進するため、早急に対応が必要な経費を計上します。

補 正 予 算 額

既 決 予 算 額

事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 所 管 課

累 計

国 庫 支 出 金

（うち地方創生臨時交付金

地 方 交 付 税

国 の 補 正 予 算 関 連

（うち臨時財政対策債

そ の 他

3

地域への再生可能エネルギーの導入を推進するため、太陽光
発電等を導入する一般家庭や民間事業者に対し助成する。
　・太陽光発電　一般家庭　　７万円／kW
　　　　　　　　民間事業者　５万円／kW
　・蓄電池　　　１／３（限度額５．１６万円／kWh）
　※蓄電池のみの申請は不可、かつ民間事業者補助の限度額は
　　１００万円

脱炭素社会
推進室

地域再生可能エネル
ギー導入推進事業

2

　バス送迎時における児童・生徒の安全を確保するため、保育
所等が行うバスの安全装置整備に対し助成する。
　また、特別支援学校のバスに安全装置を整備する。
　・保育所等(203台)　　  39,450千円
　・特別支援学校(20台)    4,000千円

こども未来
課
教育財務課

送迎用バス安全確保
推進関連事業

県 債

新

新

新

新



(87,139,173)

605,791

87,744,964

(0)

22,818,825

22,818,825

(0)

4,636,526

4,636,526

(0)

2,568,435

2,568,435

（２）その他事業 （単位：千円）

(529,052)

600,000

1,129,052

(0)

37,000

37,000

(163,979)

20,000

183,979

(0)

35,000

35,000

(0)

42,000

42,000

(816,919)

355,500

1,172,419

　

国土強靱化５か年加
速化対策関連公共事
業（農林水産部）

園芸振興課
施設園芸省エネル
ギー化緊急支援事業

農業水利施設省エネ
ルギー化推進事業

肥料価格高騰の影響を受けにくい生産基盤づくりを進めるた
め、県域での堆肥流通の更なる促進に向けた堆肥の導入や施設
整備等を支援する。
　・堆肥導入経費（土壌診断、堆肥散布等）への助成
　　　補助率　１／２
　・堆肥の高品質化に資する設備や散布機械等の整備への助成
　　　補助率　２／３

林産振興室

所 管 課事　業　名

8

原油・物価高騰の影響を受けにくい強靱な脱炭素社会実現の
ため、事業者のエコエネルギーへの転換を支援する。
　・太陽光発電と蓄電池を組み合わせた自家消費型エネルギー
　　設備等の導入支援
　　　補　助　率　３／４
　　　限　度　額　１，０００万円（下限１００万円）
　　　対象事業者　中小企業者、社会福祉法人、医療法人等

新産業振興
室

エネルギー関連産業
成長促進事業

　

地域農業振
興課

農村基盤整
備課

電気料金高騰下におけるヒラメ等の陸上養殖業者の経営安定
を図るため、省エネにつながる酸素発生器の導入を支援する。
　・補助率　２／３（県１／３　市町１／３） 水産振興課

陸上養殖業省エネル
ギー化緊急支援事業

9

電気料金高騰下における施設園芸農家の経営安定を図るた
め、省エネ型電照機器の導入を支援する。
　・補助率　２／３（県１／３　市町１／３）

11

12

10

電気料金高騰下における菌床しいたけ生産者の経営安定を図
るため、省エネ型エアコンの導入を支援する。
　・補助率　２／３（県１／２　市町１／６）

耕畜連携堆肥活用推
進事業

電気料金高騰下における負担軽減を図るため、揚水機場等の
基幹水利施設に係る省エネルギー化計画を策定する土地改良区
を支援する。
　・省エネルギー化計画策定経費への助成（定額）

13

しいたけ増産体制整
備総合対策事業

予　算　額 事　業　の　概　要

変化に対応可能な農林水産基盤を確立するため、水田の畑地
化や園芸産地の規模拡大に向けた農業水利施設の整備を実施す
るとともに、再造林や間伐等の森林整備を支援する。
　・経営体育成基盤整備事業（７か所）
　・中山間地域総合整備事業（３か所）
　・造林事業（再造林･間伐８７５ha、路網整備８１㎞ など）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など１１事業

農村基盤整
備課
森林整備室
      ほか

6

農林水産業成長産業
化関連公共事業

災害に強い強靱な県土づくりを加速させるため、ため池の耐
震化や農業水利施設の長寿命化、特定盛土等規制区域の指定に
向けた基礎調査等に集中的に取り組む。
　・防災重点農業用ため池等整備事業（３０か所）
　・農業水利施設保全合理化事業　　（１１か所）
　・盛土災害防止調査費　　　　　　　　　　　など１６事業

農村基盤整
備課
森林保全課
      ほか

7

5

災害に強い強靱な県土づくりを加速させるため、緊急輸送道
路の整備や河道の掘削、特定盛土等規制区域の指定に向けた基
礎調査等に集中的に取り組む。
　・（公）道路改良事業　　　　　（２７か所）
　・（公）広域河川改修事業　　　（１８河川）
　・盛土災害防止調査費　　　　　　　　　　　など２６事業

道路建設課
河川課
都市・まち
づくり推進
課
      ほか

国土強靱化５か年加
速化対策関連公共事
業（土木建築部）

4

【新】コロナ禍の影響下で債務が増大した中小・小規模事業者
を支援するため、返済負担を軽減する借換えや事業の立て直し
のための新たな資金需要に対応する制度資金を創設する。
　・融資限度額　１億円
　・融資期間　　１０年以内（うち据置期間５年以内）
　・実質金利　　１．３％

　〔債務負担行為　４７，１４５千円〕

経営創造・
金融課

中小企業金融対策費

新

新

新



(0)

27,984

27,984

(1,642,000)

1,972,000

3,614,000

(2,597,310)

3,542,834

6,140,144

(0)

1,460,953

1,460,953

(192,109)

109,468

301,577

(0)

180,845

180,845

(0)

20,590

20,590

(23,647)

22,271

45,918

【債務負担行為】

4,500,000

　

19

デスティネーションキャンペーンやインバウンドの回復によ
る観光客の増加に対応するため、安心・安全で快適な旅を支え
る環境を整備する。
　・おんせんおおいたＷｉ－Ｆｉの機器更新への助成
　　　補助率　２／３　　補助限度額　１１．４万円
　・観光案内標識等の改修

17

15

16

コロナ禍の影響を受けた観光関連産業を支援するため、「全
国旅行支援」の割引原資等の増額を行う。

14

台風14号と赤潮の影響により大きな被害を受けた本県ブリ類
養殖業の再生を図るため、事業再開に取り組む事業者に対し、
今期出荷予定の養殖魚の死亡に伴う減収に対する支援を行う。
　・標準的な出荷額の９割と養殖共済金額との差額に対し助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市１／３）

　

水産振興課
ブリ類養殖業経営継
続緊急支援事業

県内消費の下支えによる地域経済の活性化を図るため、プレ
ミアム付商品券を発行する商工会・商工会議所等に対して支援
する。
　・プレミアム率　３０％（県２０％、市町村１０％）
　・発行規模　１３０億円程度（市町村による上乗せ含む）

商工観光労
働企画課

地域消費喚起プレミ
アム商品券支援事業

22

公共工事の施工時期の平準化とともに防災効果の早期発現を
図るため、出水期に備えた河床掘削や危険な法面の対策等を実
施する。
　・(単)緊急河床掘削事業、(単)急傾斜地崩壊対策事業、
　　(公)道路改良事業、(公)広域河川改修事業　など２３事業
　〔債務負担行為期間　令和４～５年度〕

道路建設課
道路保全課
河川課
砂防課
　　　ほか

緊急河床掘削事業等

　

20

デスティネーションキャンペーンに向け観光地の魅力向上を
図るため、市町村が設置する公衆トイレの環境改善を支援す
る。
　・補助率　１／２
　・限度額　新築５００万円、改築３００万円、
　　　　　　改修１５０万円

21

観光誘致促
進室

観光誘客緊急対策事
業

　

観光政策課
観光おもてなし環境
整備事業

　

「全国旅行支援」終了後も引き続きコロナ禍からの観光関連
産業の回復を図るため、宿泊客を対象とした割引支援を実施す
る。
　・限度額　７千円／人・泊
　 (例)宿泊代金の20％相当(最大５千円)+２千円/人・泊

観光誘致促
進室

国内観光需要回復促
進事業

18

水際対策緩和や円安で回復基調にあるインバウンド観光客を
更に県内に取り込むため、各国・地域の状況に応じた誘客対策
を実施する。
　・戦略パートナーを活用した現地での誘客対策の実施
【新】付加価値の高いコンテンツを活かした旅行商品の造成・
　　セールス　など

観光誘致促
進室

インバウンド推進事
業

　

おおいた創
生推進課

おもてなしトイレ緊
急整備事業

国立公園等施設整備
事業

自然保護推
進室

【新】デスティネーションキャンペーンに向け安心して登山が
できる環境を整備するため、山岳トイレの汚泥除去を実施す
る。
　・バイオトイレの汚泥除去（久住山）

新

新

新

新


